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1 ｢全員参加経営｣ の意味と管理会計
日本的経営の特徴を表す言葉として, トヨタ
の TQC／TQMや KAIZEN 活動などをはじめ
とした ｢全員参加｣ が挙げられることがしばし









決を図っていく｣ と指摘した｡ また堀井 (2009,






(三矢・谷・加護野, 1999, p. 28) の一例とし
て取り上げられている｡




















ズは 1970 年頃にはほぼ一段落し, その限りに
おいてアメリカにおける先端管理会計技法を日
本に紹介する研究の意義は相対的に低下した｣
(上總・澤邉, 2006：p. 11) との指摘もある｡




learnt from the Japanese growth”(Okano &
Suzuki, 2007, p. 1120), すなわち自国企業の
管理会計において不足しているものを見つけ出
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かあるが, 本稿では ｢システム研究｣ と ｢プロ





(藤岡, 2008, p. 59) 的な管理会計観に基づく
研究は, ここに分類される｡ 一方 ｢プロセス研




る｡ いわゆる ｢解釈主義｣ (藤岡, 2008, p. 59)
的な管理会計観に基づく研究は, ここに分類さ
れる｡
前者の ｢システム研究｣ は, 会計管理におけ
る事前合理的な効果の発現を前提とする考え方
と, また後者の ｢プロセス研究｣ は, 会計管理
における事後合理的な効果の発現を前提とする
考え方と, それぞれ結びつきが強いと考えられ
























の研究は, 主に ｢システム論｣ を中心に展開さ
れてきた｡
アメーバ経営についての ｢先駆的な研究｣
(三矢, 2003, p. 19) として知られる Cooper
(1994, 1995) は, 他の日本企業 4 社1の分析
と合わせて, ミニ・プロフィット・センター
(Micro Profit Center：MPC) という概念を
提示した｡ その中でアメーバ経営については,
①各利益中心点の規模が小さく (3 から 50 人
程度で, 平均して約 15 人程度), 数が非常に多
い (約 800)｡ ②各利益中心点の利益責任が
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三矢 (1997a, 1997b, 2003) は, これらの









らに ｢予定｣ と呼ばれる数値目標について, 上
司と擦り合わせが行われる会議が毎月設定され
ているなど, ｢双方向型｣ の管理も実施されて
いる｡ さらに ｢京セラフィロソフィ｣ と呼ばれ
る経営理念を印刷した小冊子が全社員に配られ,
日々の朝礼をはじめ様々な場所で理念に基づく
管理, すなわち ｢信条システム｣ および ｢事業
倫理境界システム｣ が存在しており, これら 4
つがバランスされた経営システムであると結論
づけている｡
谷 (1996, 1997, 1999, 2000) は, アメーバ
経営における ｢エンパワメント (empower-
ment)｣ に着目し, その要件として, ｢組織カ
ルチャー｣, ｢共通言語としての会計｣, ｢水平的
情報共有｣, ｢垂直的情報共有｣ の 4つを挙げた｡









これが ｢水平的情報共有｣ と ｢垂直的情報共有｣
をもたらしていると結論づけている｡
上總・澤邉 (2005, 2006) および潮 (2008)








る) 点に着目し, ｢ライン採算制組織 (Line
Profitable Organization：LPO)｣ と呼んでい
















せること｣ (廣本, 2004, p. 849) が可能にな
る｡ その結果, ｢マクロレベルとミクロレベル
の間に相互作用のサイクル｣ としての ｢ミクロ・
マクロ・ループ｣ (今井・金子, 1988, p. 216)
が作り上げられる, と結論づけている｡





































員参加経営｣ なのであろうか｡ Cooper (1994,
1995) 等が指摘するように, 平均 15 名程度と
いった小さな単位で利益責任を負いながら活動
しているという意味では, (厳密に ｢全員｣ で
はないにしても) ｢全員参加｣ に近い, という
ことは言えるかも知れない｡ しかしながらそこ





































pp. 77) として, ｢一対一対応の原則は, 販売
した製品の売上を回収できない問題状況下で導












を提供する基盤となった｣ (挽, 2007, p. 181)
と述べている｡
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当り採算の計算構造をはじめとした管理会計シ
ステムに反映されることで, 各アメーバの ｢賢

















仕組みとなっている｣ (澤邉, 2010, p. 111)
と同時に, ｢様々な管理会計実践が創発される｣





しかし例えば挽 (2007) では, アメーバ経営に
おける全員参加経営という点に着目しながらも,
システム設計者としては常に経営者が想定され
ている｡ 例えば先の ｢一対一対応の原則｣ につ
いても, 売上の回収という事前合理性のもとで,
稲盛氏をはじめとする経営陣が設定したもので





そこで想定されている ｢全員参加｣ とは, 依然,
システムの実行についてのみであり, システム
の設計について, どのように ｢全員参加｣ がな
されているのかは明らかにされていない｡























らを, 可能な限り, 当時, 当人の言葉や資料に
より追跡できれば, システム設計にかかわるよ
り動的なプロセスが明らかになる｡
このような考えに基づき, 潮 (2010) は,
1959 年 4 月の創業から 20 年間を対象として,
京セラ経営研究所および KCCS マネジメント
コンサルティング株式会社の協力のもと, 京セ
ラの社内報 (1964 年 2 月の創刊号から 1979 年
11 月の第 67 号までの合計 1420 ページ), 本社
経営管理通達 (1971 年 4 月の第 1 号から 1981
年 8 月の第 171 号までの合計 311 ページ), 二
代目社長である青山政次氏による 『心の京セラ
20 年』, 京セラ 40 周年社史編纂委員会による
『果てしない未来への挑戦―京セラ 心の経営













に工場 (滋賀工場) が設立された直後の, 1963
年 7 月である｡ 製造課長として滋賀工場に赴任
した樋渡氏が, 東京出張所 (営業所) のメンバー
との月一回の ｢製販会議｣ において, 生産状況
把握の指針になるようにという目的から, 受注
実績, 遂行率, 生産予定・実績などの資料と合








いた ｢差引売上高｣ と, その一人当り金額, お
よび時間当り金額を計算し, 1965 年 1 月の製
販会議に提出した｡ 当時は毎年受注が順調に増

















4.2 稲盛氏の社長就任と ｢時間当り｣ の全社
的経営指標化
1966 年 5 月, 稲盛氏は青山氏に代わって社
長に就任し, 翌年度の経営方針を発表した｡ こ
こで稲盛氏は, これまで製造現場の指標であっ
た時間当り差引売上高 (この頃には, 単に ｢時
間当り｣ と呼ばれるようになっていた) を全社
の経営目標として, 初めて掲げた｡ 具体的には,
｢今年 12 月度の生産目標を 2億円と定め, 各部
門共通の時間当りを 1500 円とします｣ (社内
報 第 13 号) と述べている｡ すなわち時間当
り採算はここで一つの転機を迎える｡ それまで
は, 例えば前年である 1965 年の経営目標は,










1967 年 11 月発行の社内報 (第 14 号) に, ｢昭















た時代であり, また 1950 年代から 1960 年代前
半にかけての労使紛争が陰りを見せ, 企業別労
論 文
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働組合による労使協調路線が形成されつつある
時代でもあった｡ 京セラにおいても, 1968 年










金は貰えそうにない｡｣ (社内報 第 14 号｡












まるようになる｡ 例えば 1968 年 9 月発行の












































1966 年から 1970 年前半までは京セラの黄金
期と呼ばれるほどの成長を遂げた｡ 1969 年 7
月には鹿児島川内工場が竣工し, 1970 年度に
は, 創業初年度の 261 倍の 70 億円の売上高
(純利益率は 19.3％) にまで成長した｡ ところ
がその後, 二度にわたる経済不況に京セラは苦
管理会計のユビキタス化







1971 年度には, 初めての減収 (前年比マイナ
ス 2％) となった｡ 翌年度には持ち直すものの,
1974 年度にはオイルショックの影響で, 再び










































伴って, 同じく創業以来初の減少 (前年比 13
％減) となり, 1105 円となった｡ 1966 年に初
めて全社目標としての時間当たりが 1500 円に
設定されたのち, 1967 年および 1968 年は引き
続き 1500 円 (社内報 第 16 号), 1969 年は
2000 円から 2500 円 (社内報 第 20 号), 1970
年は 2500 円から 3000 円 (社内報 第 26 号)
と設定されていた中で, 1971 年は ｢最低二千
円｣ (社内報 第 32号) という目標が提示され,
同金額を下回った部門に対しては, ｢賞与に若
干の差をつける｣ ことが周知徹底された4｡ さ





やがて 1972 年度中には業績が回復し, 時間
当り採算も 1488 円を達成した｡ 翌 1973 年には
再び時間当り採算の全社目標が 2000 円から
2200 円が (社内報 第 41 号), さらに 1974 年
には, 2700 円が全社目標として設定された
(社内報 第 50 号)｡ しかしながら 1974 年度に
はオイルショックの影響で, 再び減収 (前年比






















｢『実質』 人員ノ算出ハ昭和 48 年 (1973
年) 7 月ヨリ昭和 49 年 3 月迄ノ 9 ヶ月間
ノ平均 1人当リ生産高ヲ基準ニ, 現在ノ生
産予定額デ基準ノ 1人当リ生産高ヲ計上出
来ルニ必要ナ人員ヲ 『実質』 トスル. 『余
剰』 人員トハ事業部在籍者数ヨリ 『実質』













年 1 月度から実施されたが, 業績の回復に伴っ
て, 同年 7 月に廃止された｡ (本社経営管理通




































です｡｣ (社内報 第 50 号 1975 年 2 月発
行)
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その後, 京セラの業績は 1975 年夏頃までに







































































などで ｢コントローラ (controller)｣ と呼ば
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5 この年に掲げられた目標は ｢11 月度に月商 10
億円｣ のみであった｡
6 京セラの会計年度単位は当初から 4 月から 3
月であったが, 経営方針の発表は暦年での年初
め (1, 2 月頃) に, その年 (1 月から 12 月) の
目標が掲げられることが多かった｡ 本稿におい
て ｢年度｣ とあるのは, 4 月から 3 月の会計年
度を表しており, また単に ｢年｣ と記した場合
は, 暦年 (1 月から 12 月) を表している｡
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